
 

京都市道高速道路１号線等に関する協定の一部を変更する協定 

 

 

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構と阪神高速道路株式会社は、高速道路株

式会社法（平成１６年法律第９９号）第６条第１項及び独立行政法人日本高速道路保有・

債務返済機構法（平成１６年法律第１００号）第１３条第１項の規定に基づき、平成１８

年３月３１日付けで締結した「京都市道高速道路１号線等に関する協定」の一部を次のよ

うに変更する協定を締結する。 

   

 

  別紙３を次のとおり改める。 



修繕に係る工事に要する費用に係る債務引受限度額

別紙３ 

（協定第５条第２項関連） 

（機構法第13条第1項第3号に定める協定記載事項） 



（百万円、消費税込み）

年度

Ｈ１８
Ｈ１９ 13
Ｈ２０ 103
Ｈ２１ 112
Ｈ２２ 111
Ｈ２３ 124
Ｈ２４ 123
Ｈ２５ 123
Ｈ２６ 126
Ｈ２７ 170
Ｈ２８ 223
Ｈ２９ 226
Ｈ３０ 243
Ｈ３１ 245
Ｈ３２ 249
Ｈ３３ 253
Ｈ３４ 257
Ｈ３５ 262
Ｈ３６ 265
Ｈ３７ 266
Ｈ３８ 421
Ｈ３９ 453
Ｈ４０ 456
Ｈ４１ 461
Ｈ４２ 464
Ｈ４３ 464
Ｈ４４ 472
Ｈ４５ 484
Ｈ４６ 484
Ｈ４７ 488
Ｈ４８ 488
Ｈ４９ 487
Ｈ５０ 488
Ｈ５１ 488
Ｈ５２ 487
Ｈ５３ 488
Ｈ５４ 488
Ｈ５５ 488
Ｈ５６ 487
Ｈ５７ 487
Ｈ５８ 487
Ｈ５９ 487
Ｈ６０ 487
Ｈ６１ 487
Ｈ６２ 395

　　※上記記載の債務引受限度額については、協定締結後五ヵ年の期間内において、各年度

　　　の限度額に残余が生じた場合は、繰り越しを認めるものとする。

修繕に係る工事に要する費用に係る債務引受限度額

債務引受限度額

－



別紙６を次のとおり改める。 



道路資産の貸付料の額

別紙６ 

（協定第9条第1項関連） 
（機構法第13条第1項第6号に定める協定記載事項） 



阪神高速道路株式会社に対する道路資産の貸付料

（百万円、消費税込み）

うち盛土・切土・
のり面構造物等分

うち橋梁・
トンネル等分

Ｈ１８ － － － － －

Ｈ１９ 34 0 0 0 0

Ｈ２０ 1,077 110 622 23 599

Ｈ２１ 2,015 251 1,419 53 1,365

Ｈ２２ 3,670 500 2,825 106 2,719

Ｈ２３ 4,786 668 3,773 142 3,631

Ｈ２４ 5,208 731 4,131 155 3,976

Ｈ２５ 5,383 758 4,280 161 4,119

Ｈ２６ 5,613 792 4,475 168 4,307

Ｈ２７ 5,678 802 4,530 170 4,360

Ｈ２８ 5,685 803 4,536 170 4,366

Ｈ２９ 5,717 808 4,564 171 4,392

Ｈ３０ 7,413 1,063 6,004 225 5,779

Ｈ３１ 7,483 1,074 6,064 228 5,836

Ｈ３２ 7,527 1,080 6,101 229 5,872

Ｈ３３ 7,502 1,076 6,080 228 5,852

Ｈ３４ 7,474 1,072 6,056 227 5,829

Ｈ３５ 7,476 1,073 6,058 227 5,830

Ｈ３６ 7,427 1,065 6,016 226 5,790

Ｈ３７ 7,403 1,062 5,996 225 5,771

Ｈ３８ 7,397 1,061 5,991 225 5,766

Ｈ３９ 7,516 1,079 6,092 229 5,863

Ｈ４０ 7,477 1,073 6,059 228 5,831

Ｈ４１ 7,456 1,070 6,041 227 5,814

Ｈ４２ 7,452 1,069 6,037 227 5,811

Ｈ４３ 7,436 1,067 6,024 226 5,798

Ｈ４４ 7,373 1,057 5,970 224 5,746

Ｈ４５ 7,333 1,051 5,936 223 5,713

Ｈ４６ 7,294 1,045 5,903 222 5,682

Ｈ４７ 7,283 1,043 5,894 221 5,673

Ｈ４８ 7,221 1,034 5,841 219 5,622

Ｈ４９ 7,186 1,029 5,812 218 5,593

Ｈ５０ 7,148 1,023 5,779 217 5,562

Ｈ５１ 7,137 1,022 5,770 217 5,553

Ｈ５２ 7,077 1,013 5,719 215 5,504

Ｈ５３ 7,041 1,007 5,688 214 5,475

Ｈ５４ 7,004 1,002 5,657 212 5,444

Ｈ５５ 6,993 1,000 5,648 212 5,435

Ｈ５６ 6,934 991 5,597 210 5,387

Ｈ５７ 6,899 986 5,568 209 5,359

Ｈ５８ 6,864 980 5,538 208 5,330

Ｈ５９ 6,853 979 5,529 208 5,321

Ｈ６０ 6,794 970 5,479 206 5,273

Ｈ６１ 6,759 965 5,449 205 5,244

Ｈ６２ 2,743 387 2,184 82 2,102

年度
うち構築物等分

貸付料

うち土地・家屋分



別紙７を次のとおり改める。 



計画料金収入の額

別紙７ 

（協定第10条第1項関連） 



阪神高速道路株式会社における計画料金収入

（百万円、消費税込み）

年度 計画料金収入

Ｈ１８ 0

Ｈ１９ 204

Ｈ２０ 2,642

Ｈ２１ 3,697

Ｈ２２ 5,423

Ｈ２３ 6,664

Ｈ２４ 7,090

Ｈ２５ 7,237

Ｈ２６ 7,521

Ｈ２７ 7,626

Ｈ２８ 7,650

Ｈ２９ 7,695

Ｈ３０ 9,413

Ｈ３１ 9,525

Ｈ３２ 9,585

Ｈ３３ 9,575

Ｈ３４ 9,566

Ｈ３５ 9,582

Ｈ３６ 9,547

Ｈ３７ 9,537

Ｈ３８ 9,528

Ｈ３９ 9,544

Ｈ４０ 9,509

Ｈ４１ 9,499

Ｈ４２ 9,490

Ｈ４３ 9,478

Ｈ４４ 9,414

Ｈ４５ 9,376

Ｈ４６ 9,339

Ｈ４７ 9,327

Ｈ４８ 9,264

Ｈ４９ 9,227

Ｈ５０ 9,190

Ｈ５１ 9,178

Ｈ５２ 9,117

Ｈ５３ 9,080

Ｈ５４ 9,044

Ｈ５５ 9,033

Ｈ５６ 8,972

Ｈ５７ 8,936

Ｈ５８ 8,900

Ｈ５９ 8,889

Ｈ６０ 8,829

Ｈ６１ 8,794

Ｈ６２ 4,378



別紙８を次のとおり改める。 



 

 

別紙８  

（協定第１２条関連） 

（機構法第１３条第１項第７号に定める協定記載事項） 

 

 

 

 

 

料金の額及びその徴収期間 
  



 

 

 

 

料金の額及びその徴収期間 

 

〔１〕料金の額 

 一．均一料金の額 

（１）阪神高速道路における京都線（本協定第３条に規定する高速道路の路線名（１）

及び（２）の路線をいう。以下同じ。）を通行する自動車に適用する基礎料金の額

は、次のとおりとする。 

普通車（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第３条に規定する軽自

動車、小型特殊自動車、小型自動車及び普通自動車で乗車定員が２９人

以下のもののうち、車両総重量８トン未満かつ最大積載量５トン未満の

ものをいう。以下同じ。） 

        ４２８.５７円 

大型車（車両総重量８トン以上、最大積載量５トン以上又は乗車定員３０人以

上の自動車及び大型特殊自動車（道路運送車両法第３条に規定する大型

特殊自動車をいう。）をいう。以下同じ。） 

        ８５７.１４円 

（２）１回の通行に係る料金の額は、記（１）の車種ごとに定める基礎料金に消費税

法（昭和６３年法律第１０８号）及び地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に

定める消費税及び地方消費税を合わせた税率を乗じて得た額を加算し、四捨五入

により、１０円単位の端数処理を行うこととする。 

二．割引を適用する自動車及び割引率等 

（１）一般向けマイレージポイントサービスについては、以下のとおりとする。 

① 割引を適用する自動車 

ＥＴＣ車〔有料道路自動料金収受システムを使用する料金徴収事務の取扱

いに関する省令（平成１１年建設省令第３８号）第１条に規定する有料道路

自動料金収受システム（以下「ＥＴＣシステム」という。）を利用して通行料

金の納付を無線通信により行おうとする利用者の自動車をいう。ただし、無

線通信による通行料金の納付を意図するも、事情により無線通信による通行

料金の納付が不可能な場合には、ＥＴＣカード（同省令第２条第２項の規定

に基づき東日本高速道路株式会社、首都高速道路株式会社、中日本高速道路

株式会社、西日本高速道路株式会社、阪神高速道路株式会社及び本州四国連

絡高速道路株式会社（以下「六会社」という。）が定めたＥＴＣシステム利用

規程（平成２４年１２月６日。以下「利用規程」という。）第３条第１号に規

定するＥＴＣカードをいう。以下同じ。）を使用して当該通行料金の納付を行

った場合に、無線通信による通行料金の納付がなされたものとみなす。以下

同じ。〕のうち、ＥＴＣクレジットカード又はＥＴＣパーソナルカード（阪神

高速道路株式会社（以下「会社」という。）が別に定めるところにより、本割

引の適用を受けるための登録がなされている場合に限る。）を使用して通行料



 

 

金の納付を行おうとする利用者の自動車 

 なお、上記にいう「ＥＴＣクレジットカード」は、会社との契約に基づき

ＥＴＣカードを発行する者から貸与を受けたＥＴＣカードを、「ＥＴＣパーソ

ナルカード」は、六会社が契約に基づき共同で発行し、貸与を受けたＥＴＣ

カードをいう（以下同じ。）。  

② 割引率 

イ ポイントの付与 

一のＥＴＣクレジットカード又はＥＴＣパーソナルカードごとにＥＴＣ

システムを利用して無線通信により徴収する一通行ごとの料金の額及び料

金の額の１ヵ月の合計額（平成１８年３月３１日付けで締結した「大阪府

道高速大阪池田線等に関する協定」第３条に規定する高速道路の路線名中

（１）から（１８）の路線（ただし、同別紙８記〔１〕１（３）の区間の

みを通行する自動車を除く。以下「阪神圏」という。）における月間利用額

と合算して計算する。）に応じて、１００円につき下表のとおりポイントを

付与する。 

 

基本ポイント 

加算ポイント 

月間利用額区分 
ポイント付与 

(100 円につき) 

一通行ごと 

100 円につき 

3 ポイント 

10,000 円以下の部分  0 ポイント 

10,000 円超～35,000 円以下の部分   3 ポイント 

35,000 円超～70,000 円以下の部分  5 ポイント 

70,000 円を超える部分 10 ポイント 

 

ロ ポイントによる割引 

一のＥＴＣクレジットカード又はＥＴＣパーソナルカードごとに付与さ

れたポイントの累積数が１００ポイント以上の場合に、１００ポイントを

１００円分の通行料金に充当する還元額に交換できるものとする。 

ハ 弾力的なポイントの付与及び割引 

記イ及び記ロに定めるほか、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済

機構（以下「機構」という。）への貸付料の支払いに支障のない範囲で付与

されるポイント又はポイントによる割引を変更する場合には、事前に機構

に届出をする。 

（２）事業者向け大口・多頻度割引については、以下のとおりとする。 

① 割引を適用する自動車 

ＥＴＣ車のうち、東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社及び

西日本高速道路株式会社（以下「三会社」という。）が別に定める約款（以下

「利用約款」という。）により、三会社が実施する大口・多頻度割引の適用に

関する契約を三会社のいずれかと締結した利用者が、当該契約に基づいて契

約相手方の会社に利用約款第４条第２項第１号に規定する車載器管理番号の



 

 

届出がなされた、利用規程第３条第１号に規定する車載器（以下「車載器」

という。）を備え、かつ、当該車載器に利用するものとして当該会社から貸与

されたＥＴＣカード（以下「ＥＴＣコーポレートカード」という。）を使用し

て通行料金の納付を行おうとする利用者の自動車 

② 割引率 

イ 車両単位割引 

一のＥＴＣコーポレートカードごとにＥＴＣシステムを利用して無線通

信により徴収する料金の額の１ヵ月の合計額（阪神圏における月間利用額

と合算して計算する。）に応じて、下表のとおり割引率を適用する。 

 

月間利用額区分 割引率 

5,000 円以下の部分     0％ 

5,000 円超～10,000 円以下の部分   3％ 

10,000 円超～35,000 円以下の部分     6％ 

35,000 円超～70,000 円以下の部分     8％ 

70,000 円を超える部分 13％ 

 

ロ 契約単位割引 

記①に定める契約に基づく利用者の月間利用額の合計額（阪神圏におけ

る月間利用額と合算して計算する。以下同じ。）が１００万円を超え、かつ、

利用者の自動車１台あたりの月間平均利用額が５，０００円を超える場合

にあっては、利用者の月間利用額の合計額に対し、５％の割引率を適用す

る。 

ハ 弾力的な割引 

機構への貸付料の支払いに支障のない範囲で記イに定める表を変更する

場合には、事前に機構に届出をする。 

（３）ＥＴＣ前納割引については、以下のとおりとする。 

① 割引を適用する自動車 

ＥＴＣクレジットカード（会社が別に定めるところにより、車載器ととも

に本割引の適用を受けるための登録及び料金の前払いがなされている場合に

限る。）を使用して通行料金の納付を行おうとする利用者の自動車 

② 割引率 

利用可能額 料金（前払金） 割引率 

10,500 円 10,000 円 約 5％ 

58,000 円 50,000 円 約 14％ 

 

（４）ＥＴＣ路線バス割引については、以下のとおりとする。 

① 割引を適用する自動車 

ＥＴＣコーポレートカードを使用して通行料金の納付をＥＴＣシステムを

利用して無線通信により行おうとする路線バス（乗車定員３０人以上の自動



 

 

車のうち、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに規定

する一般乗合旅客自動車運送事業の用に供するものであり、かつ、会社がそ

の主たる旅客が観光を目的とするものでないと認定したものをいう。） 

② 割引率 

割引率は３９％以下とする。 

（５）障害者割引については、以下のとおりとする。 

① 割引を適用する自動車 

社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１４条に基づく福祉に関する事

務所（市町村及び特別区が設置したものに限る。）又は当該事務所を設置して

いない町村において、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１

５条第４項の規定により交付されている身体障害者手帳又は療育手帳制度要

綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号厚生事務次官通知「療育手

帳制度について」別紙）の定めるところにより交付されている療育手帳（以

下「手帳」という。）に、以下のイ又はロの要件を満たすものとして、会社が

別に定めるところにより事前に自動車登録番号又は車両番号等必要事項の記

載の手続きがなされた自動車 

イ 手帳の交付を受けている者が、手帳を携行して自ら運転する自動車のう

ち日常生活の用に供され、本人又はその親族等が所有する自動車（営業用

の自動車を除く。）で、会社が別に定めるもの 

ロ 手帳の交付を受けている者のうち、重度の障害を持つ者として身体障害

者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に定める障

害の等級又は「療育手帳制度の実施について（昭和４８年９月２７日児発

第７２５号厚生省児童家庭局長通知）」の第三に定める障害の程度に基づき

会社が別に定める者（以下「重度障害者」という。）が手帳を携行して乗車

し、その移動のために本人以外の者が運転する自動車のうち日常生活の用

に供され、当該重度障害者又はその親族等が所有する（これらの者がこれ

らの自動車を所有していない場合にあっては、当該重度障害者を継続して

日常的に介護している者が所有する）自動車（営業用の自動車を除く。）で、

会社が別に定めるもの 

なお、上記自動車がＥＴＣシステムを利用して無線通信により通行料金の

納付を行おうとする場合は、会社が別に定めるところにより事前に登録がな

された、ＥＴＣクレジットカード又はＥＴＣパーソナルカードと車載器をと

もに使用する場合に限る。 

② 割引率 

割引率は５０％以下とする。 

（６）時間帯割引については、以下のとおりとする。 

     ① 割引を適用する自動車 

ＥＴＣ車 

② 基礎割引額 

イ 区分及び時間帯に応じた割引 



 

 

下表に定める区分及び時間帯に通行する場合に同表の掲げる基礎割引額

を適用する。 

なお、この基礎割引額を適用した料金の額は、記一（２）の規定にかか

わらず同（１）に定める車種ごとの基礎料金の額に同表の区分及び時間帯

に定める車種ごとの基礎割引額を適用した後に消費税法及び地方税法に定

める消費税及び地方消費税を合わせた税率を乗じて得た額を加算し、四捨

五入により、１０円単位の端数処理を行うこととする。 

 

（イ）京都市道高速道路１号線（山科出入口から鴨川東出入口までの間）

のみを通行する場合 

区分 時間帯 
基礎割引額 

普通車 大型車 

平日 

（月曜日～金曜日） 

6：00 以後～9：00 前 

190.47 円 380.95 円 
17：00 以後～20：00 前 

土曜日・日曜日・祝日 0：00 以後～24：00 前 

（注）祝日は、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第

３条に定める休日及び会社が別に定める日とし、平日（月曜日～金曜

日）は、祝日以外の日とする（以下同じ。）。 

 

（ロ）（イ）に定める通行以外の通行の場合 

区分 時間帯 
基礎割引額 

普通車 大型車 

平日 

（月曜日～金曜日） 

6：00 以後～9：00 前 

142.85 円 285.71 円 17：00 以後～20：00 前 

土曜日・日曜日・祝日 0：00 以後～24：00 前 

 

ロ 弾力的な割引 

機構への貸付料の支払いに支障のない範囲で記イに定める表の変更を行

う場合には、事前に機構に届出をする。 

③ 実施する期間  

この割引は平成３０年３月３１日に終了するものとする。 

（７）阪神高速道路企画割引については、以下のとおりとする。 

会社は、機構への貸付料の支払いに支障のない範囲で、以下のとおり割引を

実施することができる。 

① 割引を適用する自動車 

ＥＴＣ車 

     ② 割引率 

個々の企画割引ごとに企画内容に合わせて割引率を適宜設定する。 

     ③ 割引を実施する期間 



 

 

       個々の企画割引ごとに実施する期間を設定する。 

     ④ 割引を適用する区間 

適用区間については、関西都市圏の活性化など社会政策上の目的又は阪神

高速道路の利用促進に資するものとし、個々の企画割引ごとに設定する。 

     ⑤ 事前の届出 

       個々の企画割引ごとに記①から記④までの内容について、事前に機構に届

出をする。 

（８）有料道路の料金に係る社会実験に関する割引については、以下のとおりとする。 

① 割引を適用する自動車 

阪神高速道路を通行し、有料道路の料金に係る社会実験に参加する自動車 

② 割引率等 

個々の社会実験ごとに実験内容に合わせて割引率等を適宜設定する。 

③ 割引を実施する期間 

個々の社会実験ごとに実験内容に合わせて実施する期間を限定する。 

④ 割引を適用する区間 

個々の社会実験ごとに実験内容に合わせて適用する区間を限定する。 

⑤ 事前の届出 

個々の社会実験ごとに記①から記④までの詳細について、事前に機構に届

出をする。 

（９）割引相互間の適用関係 

① 障害者割引を受ける自動車に重複して適用される割引は、一般向けマイレ

ージポイントサービス及びＥＴＣ前納割引に限るものとし、障害者割引を適

用した後の金額に対して当該割引を適用する。 

② ＥＴＣ路線バス割引を受ける自動車は、他の割引と重複して適用しないも

のとする。 

③ 一般向けマイレージポイントサービス、事業者向け大口・多頻度割引、Ｅ

ＴＣ前納割引及び時間帯割引の相互間の重複適用関係については、以下のと

おりとする。 

イ 重複適用の有無 

 

 マイレージ  
 

 

大口・多頻度 × 大口・多頻度   

前納 × × 前納  

時間帯 ○ ○ ○ 時間帯 

注）「マイレージ」は一般向けマイレージポイントサービス、「大口・多頻度」

は事業者向け大口・多頻度割引、「前納」はＥＴＣ前納割引、「時間帯」は

時間帯割引をそれぞれ指すものとする。 

ロ 重複適用の順序 

 

○・・・重複適用あり 

×・・・重複適用なし 



 

 

適用の順序 割引の種類 

１ 時間帯割引 

２ 
一般向けマイレージポイントサービス、事業者 

向け大口・多頻度割引又はＥＴＣ前納割引 

 

〔２〕料金の徴収期間 

平成２０年１月１９日から平成６２年９月３０日までとする。 

 

〔３〕その他 

一．けん引自動車 

けん引自動車（けん引するための構造及び装置を有する自動車をいう。）が、被けん

引自動車（けん引されるための構造及び装置を有する自動車をいう。以下同じ。）１台

をけん引している場合は、１台の自動車とみなす。被けん引自動車を２台以上けん引

している場合は、２台目以降の被けん引自動車について、１台につき、更に普通車の

料金１台分を徴収する。 

 

 二．消費税等の取扱いに関する事前の届出 

記〔１〕に掲げる消費税等の取扱いについて、事前に機構に届出をすることで、切

捨てにより、１０円単位の端数処理を行うことができる。 

 

三．実施期日等 

（１）記〔１〕及び記〔２〕に掲げる事項は平成２６年４月１日から実施し、それま

での間は従前のとおりとする。 

（２）京都線供用後の社会経済情勢、周辺道路ネットワークの整備状況、利用交通量

の実態等を踏まえ、本協定に関わる料金の額等の算定の基礎となった事項が著し

く変動したと認められる場合は、料金の額等について改めて検討し、見直しを行

うものとする。 

 



この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、記名押印の上、各々１通を保有

する。 

 

平成２６年 ３月１８日 

 

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構 

理 事 長       勢 山   直 

 

 

 

阪神高速道路株式会社 

代表取締役社長     山 澤  俱 和 

 


